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　職業能力開発事業は,事業主等による職業能力開発を生涯職業能力開発の基礎として重視すると

ともに,公共職業能力開発施設における職業訓練は地域のニーズ等に適合した弾力的実施や,他の

教育訓練施設の活用の拡大等を目的として,生涯職業能力開発を総合的に推進する制度的枠組が整

備されているが,その体系は下図のとおりである。

職業能力開発の体系

国，県，雇用・能力開発機構

◇事業主などへの支援

◇職業能力開発施設の設置

◇職業訓練指導員の養成・訓練

◇職業能力検定の実施

◇公共職業訓練の実施

・高等技術専門校

・障害者職業能力開発校

・職業能力開発大学校

・職業能力開発促進センター

◇各種給付金制度

職業能力開発協会

◇職業能力開発の促進

（指導・援助，情報の提

供）

◇技能検定試験等の実施

◇職業能力開発サービス

センターの運営

労 働 者
個人主導による

職業能力開発

◇職業に関する教育の実

施

（専修・各種学校，高校，

大学など）

事 業 主 な ど

教育 機 関

◇職業能力開発推進者の選任

◇キャリア形成の支援

・事業内職業訓練の実施

・教育訓練施設への派遣委託

・職業能力検定，社内検定

・有給教育訓練休暇の付与

◇認定職業訓練の実施

◇地域職業訓練センターの運営
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(　　　)内は所在市町

白石高等技術専門校

仙台高等技術専門校

公共訓練班 大崎高等技術専門校

民間訓練班 石巻高等技術専門校

企画班 気仙沼高等技術専門校

庶務担当

 (仙　台)

仙台高等技術専門校に併設

大河原地方振興事務所

仙台地方振興事務所

総務課 北部地方振興事務所

実習併用職業訓練推進室 北部地方振興事務所栗原地域事務所

基盤整備室 東部地方振興事務所

能力開発課 東部地方振興事務所登米地域事務所

育成支援課 気仙沼地方振興事務所

キャリア形成支援室

能力評価課 (仙　台)

海外協力課

外国人研修推進室 (仙　台)

仙南(柴田)

仙台

大崎

(仙　台)

(栗　原)東北職業能力開発大学校(東北ポリテクカレッジ)

独立行政法人
雇用・能力開発機構

県地方振興事務所

県技能士会連合会

知　事

宮城センター
（宮城職業能力開発促進センター）

(多賀城)
(仙　台）

地域職業訓練センター

職業能力開発局

認定職業能力開発校(単独5・共同15)

県仙台人材開発センター

労働政策審議会
(職業能力開発分科会)

経済商工観光部
産業人材対策課

宮城県職業能力開発協会

宮城職業能力開発サービスセンター

職業能力開発関係組織　　　（平成23年6月1日現在）

厚生労働大臣

県立高等技術専門校

県職業能力開発審議会

国立県営宮城障害者職業能力開発校
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宮城県職業能力開発施設一覧

気仙沼市
◎気仙沼高等技術専門校

●気仙沼公共職業安定所

記号表示

◎ 公共職業訓練施設

● 公共職業安定所

○ 関係機関

△ 認定職業訓練施設

登米市
●迫公共職業安定所

栗原市
◎東北職業能力開発大学校

●築館公共職業安定所

△ヘアーアカデミー職業訓練校

大崎市
◎大崎高等技術専門校

●古川公共職業安定所

△大崎地域高等職業訓練校

（大崎地域職業訓練センター）

△（株）共同システムサービス訓練セ

ンター

大和町
●仙台公共職業安定所大和出張所

△セレスティカ・ジャパン（株）

宮城サイト技能研修所

柴田町
△仙南地域職業訓練センター

大河原町
●大河原公共職業安定所

白石市
◎白石高等技術専門校

●大河原公共職業安定所白石出張所

△白石建設職組合訓練協会高等職業訓練校

仙台市
◎仙台高等技術専門校

◎宮城障害者職業能力開発校

●仙台公共職業安定所

○宮城県職業能力開発協会

△宮城県建築技能訓練協会

△レナークビューティースクール

△宮城県建設技能者訓練協会連合会高等職業訓練校

△宮城県農機具商業協同組合高等職業訓練校

△仙台地域職業訓練センター

△みやぎ建設ヒューマンカレッジ

△仙台電気工事事業協同組合職業訓練校

△E-JAPAN美容高等学院

△仙台ＩＴトレーニングセンター

△仙台ソフトウェアセンター

△日研総業㈱仙台トレーニングセンター

△マンション管理アカデミー仙台校

△宮城県仙台美容協会仙台ビューティスクール

多賀城市
◎○雇用・能力開発機構宮城センター

（宮城職業能力開発促進センター）

石巻市
◎石巻高等技術専門校

●石巻公共職業安定所

塩釜市
●塩釜公共職業安定所

△塩釜建設技能者訓練協会高等職業訓練校

宮城県職業能力開発施設一覧
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第１部 総説 

    

平成２３年度職業能力開発行政の基本方針 

    

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は，マグニチュード９．０と日本国内観測史上最大の

規模を記録し，極めて激しい揺れと，その後に到来した大津波により，県内の死者・行方不明者が約１

万４千人、全半壊等の住家被害が約１０万８千棟に上るほか，相当数の事業所が流出し雇用の継続がで

きなくなるなど壊滅的な被害を受け，戦後最悪の自然災害となった。 

このため，東日本大震災の被災による離職者の就職支援とともに、災害の復旧・復興に必要な人材育

成を図るための職業能力開発の実施が重要となっている。 

また，被災地域以外でも，震災や原発事故等の影響により，雇用情勢は以前にも増して厳しい状況で

あり，新たな職業能力開発に対するニーズは依然として高い状況にある。 

これらの状況を踏まえながら，平成２３年度は，第８次宮城県職業能力開発計画の方向性であった「次

世代産業を担う人材の育成」と「生涯にわたるキャリア形成」の視点も加え，以下に掲げる事項につい

て重点的に取り組みながら，職業能力開発事業を展開していくものとする。 

 

① 社会経済情勢の変化に対応した職業能力開発の推進 

震災の影響による従業員の解雇，休業や新規学卒者の内定取消しなど，厳しい雇用情勢を踏ま

え，引き続き離職者等を対象とした職業訓練を実施し，可能な限り訓練機会の提供に努める。 

② 成長が見込まれる分野における職業能力開発の推進 

自動車産業や高度電子産業など今後成長が見込まれる産業分野において，県内企業が必要とす

る人材を育成するため，関連する職業能力開発の充実を図る。 

③ 個人の意欲と能力に対応したキャリア形成への支援 

若年者を中心とする労働力需給のミスマッチが拡大していることから，キャリア教育の推進に

関わるとともに，個々のキャリア形成への支援として，教育施策と連携し訓練機会の提供に努め

る。 

④ 技能の継承とものづくり意識の啓発 

県民生活を支えるものづくり産業の現場にあっては，その後継者となる新規技能者の育成とと

もに，在職者に対する技能の継承やニーズの多様化及び高度化に対応した職業能力開発を展開し，

産業基盤の充実及び若年者の就業定着を促進する。 

⑤ 福祉から自立に向けた職業能力開発の推進 

就職を希望する障害者に対し，宮城障害者職業能力開発校のみならず，県立高等技術専門校及

び民間教育訓練機関を活用した多様な職業訓練を実施する。 

⑥ 関連機関の連携の強化 

雇用環境の変化に対応し，効果的かつ効率的な職業能力開発を実施するため，教育，福祉，産

業振興等の分野の機関とのネットワークを充実させ，連携を深める。 
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１ 公共職業訓練 

 

(1) 学卒者訓練の実施方針 

本県が推進する自動車産業及び高度電子機器製造業の誘致に伴い，その関連産業の生産現場を担

う即戦力人材の育成を行うため，関連する訓練科の訓練内容の見直しを図り，関連産業への人材を

供給する。また，併せて，ものづくり系を中心とする県内の中小企業や事業主の人材ニーズに対応

した訓練科目の見直しを実施し，県内産業を下支えする人材を供給する。 

また，少子化の進展及び若年者の「技能離れ」等から高等技術専門校への応募者の減少傾向があ

ることから，高等技術専門校の周知策として，高等学校関係者に対する募集説明会や広報誌への掲

載等，従来のＰＲ活動に加え，高等学校での「出前募集説明会」の実施など積極的な募集活動を展

開し，学生の確保に努める。 

高等技術専門校修了者の就職率や職場定着率の向上を図るため，修了生の就労状況を把握する追

跡調査を実施・検証し，就職指導及び訓練の充実を図る。また，インターンシップ制度を活用した

訓練を積極的に実施する。 

近年，基礎学力の定着，職業観の形成が不十分な入校生が増えていることから，目指すべき知識・

技能の獲得のための職業訓練のほか，基礎学力の付与や生活指導を含めた職業教育を適切に実施し，

職業観の育成を図る。 

(2) 在職者訓練の実施方針 

自動車関連産業や電子・ＩＴ関連産業の訓練ニーズの高まりがあることから，それらに対応した

訓練コースを設定し，在職者訓練の実施と他の機関で行う関連の在職者の訓練に対して，指導員派

遣等の積極的な支援を行う。 

中小企業等の在職者が必要とする訓練ニーズに合わせたコースの設定を行うとともに，技能検定

等を受検する在職者に対して技能向上のための訓練を実施する。 

企業ニーズの多様化等に対応するため，オーダーメイド型や出前型の訓練を積極的に実施すると

ともに，受益者負担の観点から受講料の有料化について検討を行う。 

(3) 離転職者訓練の実施方針 

職業能力開発が必要な求職者に対しては，人材ニーズに即したコースの設定を行い，従来のコー

スに加え，緊急雇用対策訓練の委託訓練の内容の充実を図るとともに，可能な限り訓練機会の提供

に努める。 

離職を余儀なくされた中高年齢者が長年培ってきた社会的経験や実践的能力を踏まえた追加的

訓練として，造園等の訓練を地域ニーズに基づき実施する。 

さらに，東日本大震災で被災した離職者等を対象に早期就職に繋がる短期間の特別訓練コースを

県内各地域で実施し，雇用の促進を図る。 

(4) 障害者訓練の実施方針 

障害者の職業訓練については，一様な訓練形態にとらわれず，その障害者の特性や程度に合せた

訓練形態が効果的であることから，施設内での訓練が難しいものにあっては，ＮＰＯ等の民間の人

的資源を活用した，より実践的なメニューの下で訓練を実施し，当該者の早期の就業に繋げていく。 

特別支援学校高等部に在籍する生徒で卒業後の就職が内定していない就職希望者を対象に，引き



6 

 

続き早期委託訓練を実施し，一般就労に向けた支援を行う。 

雇用や就業を希望する障害者が地域社会の構成員となるためには，職業訓練の果たす役割が大き

いことから，県立高等技術専門校において，平成２１年度末から一般校を活用した発達障害者対象

の短期課程１年の訓練（モデル事業）を実施してきたところであるが，最終年度となる本年度は，

指導体制の充実を図り，より効果的な訓練を実施していく。 

    

２ 民間企業における職業能力開発 

 

産業構造の変化や技術革新の進展など企業を取り巻く様々な変化の中で，労働者個人がキャリア形

成を行うことは，自らの職業の安定や地位の向上を実現するだけではなく，ひいては企業や社会の活

性化に繋がることから，職業能力開発を希望する者がいつでもその機会を得られるよう，労働者個人

や企業の職業能力開発に係る積極的な取組に対して支援を行う。 

(1) 企業における職業能力開発を円滑に推進するため，労働者が職業能力開発を行っていくために必

要な相談や情報提供等を行う人材育成コンサルタント及びキャリア開発アドバイザーの配置を支

援するとともに，中核的な役割を担う職業能力開発推進者を援助するため，推進者講習会等を開催

し，計画的な職業能力開発を促進する。 

(2) 中小企業事業主等が行う認定職業訓練に対して，運営費及び施設・機械設備費の一部を助成する。 

(3) 労働者の職業能力が適正に評価される社会基盤づくりを推進するためには労働者，企業双方が活

用可能な客観的基準が必要であるが，積極的に活用している業界団体や企業がある一方で導入が進

んでいない業種があることから業界団体や企業ニーズを踏まえつつ「職業能力評価基準」の普及の

促進を図る。 

(4) 企業の多くが危機感を有している「技能継承」問題について，企業に対し情報提供を行うと共に，

企業等が的確に対応できるよう支援する。 

 

３ 職業訓練指導員 

 

技術革新の進展等に伴う職業訓練の高度化・多様化等に対応するためには，牽引役の職業訓練指導

員の確保と資質の向上が必要不可欠である。 

このため，公共及び認定職業能力開発施設や関係団体等のニーズに対応した職業訓練指導員試験を

実施するほか，一定要件を満たす者に対して，職業訓練指導員資格付与講習会を実施し免許を付与す

る。公共職業訓練指導員に対しては，リアルタイムでの資質向上を図るための研修をその必要性を見

極めながら段階的かつ体系的に計画し，職業能力開発総合大学校や関連する民間企業への派遣研修の

形態で積極的に実施する。また，障害者の態様に合わせた職業訓練の実施とその充実を図るために開

催される研修へ公共職業訓練指導員を派遣し，必要な知識等を獲得させ，障害者の職業能力開発を推

進する。    
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４ 技能の振興 

 

若者を中心に技能離れが進んでいる中で「技能」を次世代に継承するためには，若年技能者の養

成が継続的に行われることが必要であり，技能のすばらしさや技能労働者の重要性について広く県

民に理解してもらう必要がある。 

このため，技能労働者等の技能水準の向上と社会的地位の向上を図ることを目的とする技能検定

試験等の技能評価試験を実施するほか，小中高校生やその親等にものづくり体験の場を提供し，も

のづくり技能に対する意識啓発の促進を目的として開催する「ものづくり体験教室」の実施を支援

する。 

さらに，技能尊重気運の醸成を図るため，技能フェスティバルの開催や卓越技能者の表彰，青年

技能者の表彰等を行うと共に，技能五輪等への参加についても支援を行う。 



１　公共職業能力開発施設 （平成23年6月1日現在）

施　　設　　名 所　　在　　地 備　　考

〒989-1102　白石市白川津田字新寺前5-1

 電話　0224-35-1511　ﾌｧｸｼﾐﾘ　0224-27-2110

 電子ﾒｰﾙ　srkogsn@pref.miyagi.jp

〒983-O021　仙台市宮城野区田子一丁目4-1

 電話  022-258-1151　ﾌｧｸｼﾐﾘ　022-258-5152

 電子ﾒｰﾙ　sdkogsn@pref.miyagi.jp

仙台人材開発センター 〃 (仙台校に附設)

〒989-6134　大崎市古川米倉字上屋敷51

 電話  0229-22-1357  ﾌｧｸｼﾐﾘ　0229-22-8627

 電子ﾒｰﾙ　oskogi@pref.miyagi.jp

〒986-0853　石巻市門脇字青葉西27-1

 電話  0225-22-1719　ﾌｧｸｼﾐﾘ　0225-94-7399

 電子ﾒｰﾙ　iskogsn@pref.miyagi.jp

〒988-0812　気仙沼市大峠山1-174

 電話  0226-22-7068　ﾌｧｸｼﾐﾘ　0226-22-3410

 電子ﾒｰﾙ　kskogsn@pref.miyagi.jp

〒981-0911  仙台市青葉区台原五丁目15-1

 電話　022-233-3124　ﾌｧｸｼﾐﾘ　022-233-3125

 電子ﾒｰﾙ　syokn@pref.miyagi.jp

＜宮城センター＞※休止中

〒985-8550  多賀城市明月二丁目2-1

＜宮城センター仙台事務所＞

〒983-0852  仙台市宮城野区榴岡四丁目2-３

　　　　　　仙台ＭＴビル5階

 電話　022-292-2753　ﾌｧｸｼﾐﾘ　022-292-3250

 電子ﾒｰﾙ　miyagi-center02@ehdo.go.jp

〒987-2223  栗原市築館字萩沢土橋26

 電話　0228-22-2082　ﾌｧｸｼﾐﾘ　0228-22-2432

 電子ﾒｰﾙ　tohoku-college01@ehdo.go.jp

第２部　職業能力開発の促進

　第１　公共職業訓練   

(県　立)

白石高等技術専門校

仙台高等技術専門校

大崎高等技術専門校

東北職業能力開発大学校
(東北ポリテクカレッジ)

石巻高等技術専門校

気仙沼高等技術専門校

(国立県営)

宮城障害者職業能力開発校

(雇用・能力開発機構立)

雇用・能力開発機構宮城センター
(宮城職業能力開発促進センター)

※多賀城市の施設
は，東日本大震災の
影響により当分の間
休止。

※業務は，仙台事務
所で実施中。
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２　総　括

（１）　訓練課程別定員

イ　普通職業訓練

○普  通  課  程 　　主として高校の新規卒業者等の若年者に対し，将来多様な知識・技能を有

　する労働者となるために必要な技能・知識を習得させる。

○短  期  課  程 　　職業転換を必要とする離転職者等に対し，技能と知識を習得させ，就職促進

　を図る。また，在職者に対し新たな技能を追加付与し技能の向上を図る。

ロ　高度職業訓練

○専  門  課  程 　　主として高卒者に対し，将来職業に必要な高度の技能・知識を有する労働者

　となるために必要な技能・知識を習得させる。

○応  用  課  程 　　専門課程修了者・社会人で同等以上の技能・知識を有する者に対し，生産現

　場のリーダーとなるために必要な高度の技能・技術や企画・開発能力などを習

　得させる。

○専門短期課程 　　高度の技能を有する在職労働者に対し，その職業に必要な技能を追加付与し，

　技能の向上を図る。

科数
（コース数）

定員 科数
（コース数）

定員 科数
（コース数）

定員 科数
（コース数）

定員

19 465 3 30 22 495

103 2,205 12 153 6 270 121 2,628

49 570 1 10 50 580

152 2,775 13 163 6 270 171 3,208

171 3,240 16 193 6 270 193 3,703

4 189 4 189

4 176 4 176

9 1,050 9 1,050

17 1,415 17 1,415

171 3,240 16 193 23 1,685 210 5,118

計

計

合　　計

県立校
（５校）

機構立施設
国立県営校
（宮障校）

普
通
職
業
訓
練

短
期
課
程

高
度
職
業
訓
練

専 門 短 期 課 程
(在職者向け訓練)

専　門　課　程

応　用　課　程

備考

普　通　課　程

計

離転職者等向け訓練

計

在職者向け訓練

課 程

区 分
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（２）職業能力開発施設別定員
（県立校）

１年 ２年 1年未満 ２年 １年 ２年 短期 １年 ２年 短期

2年 20 20 40 施設内

2年 20 20 40 施設内

1年 20 20 施設内

60 40 － － 100 － － － － － － －

6か
月

10 10 施設内

3か
月

207 207 離職者等再就職
訓練事業等

6か
月

50 50 離職者等再就職
訓練事業等

4か
月

40 40 日本版デュアル
システム委託型

6日 20 20 緊急雇用対策委託訓
練特別訓練コース

－ － 327 － 327 － － － － － － －

490 490 41回実施

2年 15 15 30 施設内

2年 20 20 40 施設内

１年 20 20 施設内

2年 20 20 40 施設内

１年 10 10 施設内

１年 20 20 施設内

１年 10 10 施設内

１年 20 20 施設内

１年 20 20 施設内

１年 20 20 施設内

175 55 － － 230 － － － － － － －

仙
台
高
等
技
術
専
門
校

高度職業訓練

計

期
間

造園科

短期課程（在職者向け訓練）

専門課程 応用課程

※委託：建設重機操作科（仮称）

計
備　考普通課程

通信システムエンジニア科
（通信系電気通信科）

プログラムエンジニア科
(第二種情報処理系プログラム設計科）

オフィスビジネス科
（オフィスビジネス系ＯＡ事務科）

普通課程(3科)計

普通職業訓練

　訓練科名　　　　　　　　　区分 短期課程

電子制御システム科
（電気・電子系コンピュータ制御科）

※委託：介護関連科2コース

短期課程（離転職者等向け訓練）計

電気科
（電力系電気工事科）

広告看板科
（デザイン系広告美術科）

施
設
名

※委託：集合型訓練9コース

白
石
高
等
技
術
専
門
校

設備工事科
（設備施工系配管科）

※委託：集合型訓練2コース

自動車整備科
（第二種自動車系自動車整備科）

インテリア・サービス科
（建築内装系インテリア・サービス科）

機械エンジニア科
（機械系精密加工科）

建築製図科
（建築施工系建築設計科）

ファッションビジネス科
（アパレル系洋裁科）

塗装施工科
（塗装系建築塗装科）

普通課程(10科)計
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１年 ２年 1年未満 ２年 １年 ２年 短期 １年 ２年 短期

高度職業訓練

計

期
間

専門課程 応用課程
計

備　考普通課程

普通職業訓練

　訓練科名　　　　　　　　　区分 短期課程
施
設
名

6か
月

10 10 施設内

3か
月

805 805 離職者等再就職
訓練事業

6か
月

25 25 離職者等再就職
訓練事業

２年 80 80 160 離職者等再就職
訓練事業

２年 20 20 40 離職者等再就職
訓練事業

4か
月

60 60 日本版デュアル
システム委託型

3か
月

20 20 母子家庭の母等職
業的自立促進事業

6日 20 20 緊急雇用対策委託訓
練特別訓練コース

１年 10 10
一般校を活用した
障害者職業能力開
発事業(モデル事業)

－ － 1,050 100 1,150 － － － － － － －

30 30 3回実施

１年 15 15 施設内

１年 15 15 施設内

30 － － 30 － － － － － － －

6か
月

10 10 施設内

１年 5 5 施設内

3か
月

10 10 施設内

3か
月

207 207 離職者等再就職
訓練事業

4か
月

40 40 日本版デュアル
システム委託型

6日 20 20 緊急雇用対策委託訓
練特別訓練コース

－ － 292 － 292 － － － － － － －

20 20 2回実施

仙
台
高
等
技
術
専
門
校

※委託：集合型訓練１コース

ジョブトレーニング科

※委託：保育士養成２コース

電気科
（電力系電気工事科）

建築科
（建築施工系木造建築科）

※委託：集合型訓練35コース

表具科

短期課程（在職者向け訓練）

短期課程（離転職者等向け訓練）計

大
崎
高
等
技
術
専
門
校

造園科

電気科

※委託：建設重機操作科（仮称）

※委託：建設重機操作科（仮称）

※委託：集合型訓練9コース

※委託：訪問介護関連科2コース

普通課程(2科)計

※委託：ＩＴ，OA関連科３コース

※委託：パソコン基礎科1コース

※委託：介護福祉士養成4コース

短期課程（在職者向け訓練）

造園科

短期課程（離転職者等向け訓練）計
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１年 ２年 1年未満 ２年 １年 ２年 短期 １年 ２年 短期

高度職業訓練

計

期
間

専門課程 応用課程
計

備　考普通課程

普通職業訓練

　訓練科名　　　　　　　　　区分 短期課程
施
設
名

２年 20 20 40 施設内

１年 20 20 施設内

40 20 － － 60 － － － － － － －

１年 10 10 施設内

3か
月

10 10 施設内

6か
月

5 5 施設内

6か
月

5 5 施設内

3か
月

207 207 離職者等再就職
訓練事業

4か
月

40 40 日本版デュアル
システム委託型

6日 20 20 緊急雇用対策委託訓
練特別訓練コース

－ － 297 － 297 － － － － － － －

10 10 1回実施

2年 15 15 30 施設内

１年 15 15 施設内

30 15 － － 45 － － － － － － －

6か
月

10 10 施設内

3か
月

89 89 離職者等再就職
訓練事業

4か
月

20 20 日本版デュアル
システム委託型

6日 20 20 緊急雇用対策委託訓
練特別訓練コース

－ － 139 － 139 － － － － － － －

20 20 2回実施

335 130 － 465 － － － － － － －

－ － 2,105 100 2,205 － － － － － － － 施設内10科定員85名
委託訓練93コース

－ － 570 － 570 － － － － － － － 49回実施

－ － 2,675 100 2,775 － － － － － － －

離転職者等向け訓練

在職者向け訓練

計

※委託：建設重機操作科（仮称）

気
仙
沼
高
等
技
術
専
門
校

溶接科

注）普通課程の訓練科名（　）は，職業能力開発促進法施行規則別表第２の訓練科名

※委託：集合型訓練9コース

石
巻
高
等
技
術
専
門
校

自動車整備科
（第二種自動車系自動車整備科）

短期課程（離転職者等向け訓練）計

※委託：建設重機操作科（仮称）

自動車整備科
（第二種自動車系自動車整備科）

溶接科

短期課程（在職者向け訓練）

配管科

※委託：ＩＴ関連科2コース

普通課程(2科)計

木工科

短期課程（在職者向け訓練）

金属加工科
（金属加工系塑性加工科）

短期課程

普通課程計(19科)

短期課程（離転職者等向け訓練）計

※委託：介護関連科1コース

※委託：集合型訓練6コース

造園科

オフィスビジネス科
（オフィスビジネス系ＯＡ事務科）

普通課程(2科)計
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（国立県営校）

１年 ２年 計 施設内 施設外 計

デジタルデザイン科
（デザイン系商業デザイン科）

１年 10 10 10
施設内
身体障害者

ＯＡビジネス科
（オフィスビジネス系ＯＡ事務科）

１年 10 10 10
施設内
身体障害者

情報システム科
（第１種情報処理系ソフトウェア管理科）

１年 10 10 10
施設内
身体障害者

普通課程(3科)計 30 0 30 30

総合実務科　 １年 30 30 30
施設内
知的障害者

パソコン実務科

４か
月

30 30 30
施設内
身体障害者

パソコン基礎科
6か
月

10 10 10
施設内
重度視覚障害者

ＩＴビジネス科入門コース
（知識・技能習得訓練コース）

２か
月

10 10 10
委託訓練
障害の区別無し

ＩＴビジネス科資格取得コース
（知識・技能習得訓練コース）

２か
月

10 10 10
委託訓練
障害の区別無し

ウェブラーニング科
（知識・技能習得訓練コース）

２か
月

10 10 10
委託訓練
障害の区別無し

就労訓練科
（知識・技能習得訓練コース）

２か
月

5 5 5
委託訓練
高次脳機能障害

訪問介護員養成科
（知識・技能習得訓練コース）

２か
月

10 10 10
委託訓練
身体・精神障害

医療事務総合科
（知識・技能習得訓練コース）

2か
月

10 10 10
委託訓練
身体・精神障害

ＩＴ総合科
（e-ラーニングコース）

４か
月

8 8 8
委託訓練
重度障害者

実践能力習得訓練コース
３か
月

10 10 10
委託訓練
障害の区別無し

特別支援学校早期訓練コース

2か
月

10 10 10
特別支援学校在学
生
施設外

0 0 0 70 83 153 153

10 10 10 1回実施

注）普通課程の訓練科名（　）は，職業能力開発促進法施行規則別表第２の訓練科名

短期課程（在職者向け訓練）

短期課程（離転職者等向け訓練）計

宮
城
障
害
者
職
業
能
力
開
発
校

　訓練科名　　　　　　　　　区分 備　考短期課程普通課程
施
設
名

普通職業訓練

合計

期
間
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（機構立施設）

１年 ２年 １年 ２年 短期 １年 ２年 短
期

建設CAD技術サービス科
6か
月 60 60 0

事業所ネットワーク技術サービス科
6か
月 60 60 0

生産設備メンテナンス科
6か
月 60 60 0

　※以下，仮設訓練施設にて順次提供予定 　

住宅建設分野（予定）
6か
月 30 30 0

電気工事分野（予定）
6か
月 30 30 0

ネットワーク施工分野（予定）
6か
月 30 30 0

専門短期課程（在職者向け訓練） 0 0 0

計 － － 270 270 － － 0 － － － 0

機械システム系生産技術科 2年 20 25 45

機械システム系制御技術科 2年 20 22 42

居住システム系住居環境科 2年 20 22 42

電子情報制御システム系
電子情報技術科

2年 30 30 60

生産システム技術系
生産機械システム技術科

2年 24 24 48

生産システム技術系
生産電子システム技術科

2年 22 22 44

生産システム技術系
生産情報システム技術科

2年 22 22 44

居住・建築システム技術系
建築施工システム技術科

2年 20 20 40

専門短期課程（在職者向け訓練） 0 1,050 1,050 105回実施

計 － － 0 0 90 99 1,050 88 88 － 1,415

－ － 270 270 90 99 1,050 88 88 － 1,415

備　考普通課程 短期
課程

計
専門課程 応用課程

計

高度職業訓練
施
設
名
　訓練科名　　　　　　　　　　区分

普通職業訓練

機構立施設計

期
間

東
北
職
業
能
力
開
発
大
学
校

宮
城
セ
ン
タ
ー
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○短期課程内訳

（１）普通職業訓練

イ　職業転換を必要とする離転職者に対し，必要な技能と知識を習得させ，再就職の促進を図る。

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練期間 訓練開始月 備考

大崎校 電気科 5 １年 ４月

木工科 10 １年 ４月

溶接科 5 ６か月 8月

配管科 5 ６か月 5月

気仙沼校 溶接科 10 ６か月 ４，１０月 ５人×２回

35

総合実務科 30 １年 ４月

パソコン実務科 30 ４か月 ４，８，１１月 １０人×３回

パソコン基礎科 10 6か月 ４，１０月 5人×2回

70

建設CAD技術サービス科 60 6か月 ６，1月 30人×2回

事業所ネットワーク技術サービス科 60 6か月 ６，1月 30人×2回

生産設備メンテナンス科 60 6か月 7，2月 30人×2回

　※仮設訓練施設にて順次提供予定 　

住宅建設分野（予定） 30 6か月 15人×2回

電気工事分野（予定） 30 6か月 15人×2回

ネットワーク施工分野（予定） 30 6か月 15人×2回

計 270

建設施工科 45 ３か月 ７，１０，１月 １５人×３回

事業所建設施工科 45 ３か月 ７，１０，１月 １５人×３回

計 90

360

465

ロ　おおむね４５歳以上の者を対象に，再就職に必要な技能を付与し，その職業生活の充実を図る。

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練期間 訓練開始月 備考

白石校 造園科 10 ６か月 ４月

仙台校 造園科 10 ６か月 ５月

造園科 10 ６か月 ５月

表具科 10 ３か月 ８月

石巻校 造園科 10 ３か月 ８月

50

ハ 民間教育訓練機関を活用した委託訓練により，再就職に必要な技能を付与し，雇用の促進を図る。

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練期間 訓練開始月 備考

白石校 調整中 257 3~6か月 調整中

調整中 830 3~6か月 調整中

介護福祉士コース 160 24か月 ４月

保育士コース 80 24か月 ４月

大崎校 調整中 207 3か月 調整中

石巻校 調整中 207 3か月 調整中

気仙沼校 調整中 89 3か月 調整中

1,830

※緊急雇用対策訓練等委託訓練事業のうち，日本版デュアルシステム，母子家庭の母等の職業的自立促進事業の事業を除く

機
構
立
施
設

東北職業能力
開発大学校

機構立施設計

県
立
校

県
立
校

県立校計

仙台校

大崎校

県立校計

石巻校

県立校計

県
立
校

宮城センター
（宮城職業能
力開発促進セ

ンター）

国立県営校計

宮城障害者職
業能力開発校

国
立
県
営
校

合　計
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ニ 日本版デュアルシステム

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練期間 訓練開始月 備考

白石校 介護関連科 40 ４か月 調整中 委託型

仙台校 ＩＴ，OA関連科 60 ４か月 調整中 委託型

大崎校 介護関連科 40 ４か月 調整中 委託型

石巻校 ＩＴ関連科 40 ４か月 調整中 委託型

気仙沼校 介護関連科 20 ４か月 調整中 委託型

200

ホ 母子家庭の母等の職業的自立促進事業

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練期間 訓練開始月 備考

仙台校 パソコン基礎科 20 ３か月 8月

20

へ　緊急雇用対策委託訓練　特別訓練コース

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練期間 訓練開始月 備考

白石校 建設重機操作科（仮称） 20 ６日 調整中

仙台校 建設重機操作科（仮称） 20 ６日 調整中

大崎校 建設重機操作科（仮称） 20 ６日 調整中

石巻校 建設重機操作科（仮称） 20 6日 調整中

気仙沼校 建設重機操作科（仮称） 20 6日 調整中

100

ト 追加習得訓練（在職者向け訓練）

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練時間 開催回数 備考

オーダーメイド型 180 144時間 12回 オーダーメイド

通信システムエンジニア科 10 12時間 1回 LAN入門

オフィスビジネス科 10 12時間 1回 パソコン会計

プログラムエンジニア科 10 12時間 1回 Cポインタレッスン

ＩＴ基礎科 280 312時間 26回 パソコン入門

計 490 41回

機械加工科 10 １２時間 1回 技能検定準備講習

タイル施工科 10 14時間 1回 技能検定準備講習

3次元CAD基礎科 10 1２時間 1回

計 30 3回

電気科 10 １２時間 1回 資格取得準備講習

建築科 10 １２時間 1回 技能検定準備講習

計 20 2回

溶接科 10 12時間 1回 ＪＩＳ溶接技術検定準備講習

計 10 1回

オフィスビジネス科 20 ２４時間 2回 パソコン講習

計 20 2回

570 49回 

宮城障害者職業能
力開発校 デジタルデザイン科 10 １２時間 1回

10 1回

580 ５０回

県立校計

白石校

仙台校県
立
校

石巻校

県立校計

県立校計

県
立
校

大崎校

国
立
県
営
校

県
立
校

合　計

気仙沼校

県
立
校

県立校計

国立県営校計
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チ　障害者の様態に応じた多様な委託訓練

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練期間 訓練開始月 備考

ＩＴビジネス科入門コース
（知識・技能習得訓練コース）

10 ２か月 調整中

ＩＴビジネス科資格取得コース
（知識・技能習得訓練コース）

10 ２か月 調整中

ウェブラーニング科
（知識・技能習得訓練コース）

10 ２か月 調整中

就労訓練科
（知識・技能習得訓練コース）

5 ２か月 調整中

訪問介護員養成科
（知識・技能習得訓練コース）

10 ２か月 調整中

医療事務総合科
（知識・技能習得訓練コース）

10 ２か月 調整中

IT総合科
（e-ラーニングコース）

8 4か月 調整中

実践能力習得訓練コース
※科名未定

10 ３か月 調整中

特別支援学校早期訓練コース
※科名未定

10 2か月 調整中

83

（２）高度職業訓練

専門短期課程（在職者向け訓練）

区分 施設名 　訓練科名 定員(人) 訓練時間 開催回数 備考

宮城センター

小計 0 0時間 0回

メカトロニクス技術科 10 12時間 1回

建築科 250 414時間 25回

住居環境科 10 18時間 1回

制御技術科 80 132時間 8回

生産技術科 310 582時間 31回

産業機械科 10 12時間 1回

電気技術科 20 54時間 2回

電子技術科 200 330時間 20回

電子情報技術科 160 270時間 16回

小計 1,050 1,824時間 105回

1,050 1,824時間 105回機構立施設計

東北職業能力
開発大学校

※震災により,事前に日程等をご案内する訓練コースについては休止しておりま
す。
各事業所対応の訓練はご要望にお応えしながら実施支援いたします。

機
構
立
施
設

宮城障害者職
業能力開発校

国
立
県
営
校

国立県営校計
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１　認定職業訓練

　事業主及び事業主の団体等が行う認定職業訓練については，宮城県職業能力開発協会と連携を

保ちながら，その水準の維持，向上及び効果的な訓練の実施を促進する。

　現在，５事業所，１５団体が職業訓練の認定を受けている。

（１）認定職業訓練の実施促進

　　事業所・団体等が行う職業訓練が効果的に実施されるよう，その認定のための指導，援助

　　に努める。

（２）認定職業訓練実施事業所・団体に対する指導・援助

　　職業訓練の計画的かつ効果的な実施について，助言，指導を行い，訓練に要する経費の一部

　　を補助するとともに，公共職業能力開発施設・設備の貸与，情報の提供，指導員の派遣等の

　　援助に努める。

（3）認定職業訓練実施事業所・団体

(事業所)

番
号

名　　称
訓練
開始
年度

所　在　地 事業の種類
常用労
働者数

〒981-3621

1 セレスティカ・ジャパン㈱ S61 黒川郡大和町吉岡字雷神2

TEL　022-345-1160
〒981-0904

2 ㈱和田商 H8 仙台市青葉区旭ヶ丘4-30-15

TEL  022-718-0881
〒983-0043

3 H18 仙台市宮城野区萩野町1-20-2

TEL  022-788-3510
〒989-6162

4 H20 大崎市古川駅前大通4-3-39

TEL  0229-24-7412
〒987-2252

5 H21 栗原市築館薬師4-1-41
TEL  0228-22-3794

請負・派遣
業

4,543
日研総業㈱仙台トレーニン
グセンター

美容業

第２　民間企業における職業能力開発

441

115

電気器具製
造業

㈲ひらの 理・美容業 63

㈱共同システムサービス 派遣業 284
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(団　　体)

番
号

名　　称
訓練
開始
年度

所　在　地 事業の種類 会員数

〒981-0916

1 S33 仙台市青葉区青葉町16-1

TEL022-271-2247

〒985-0066 職業訓練法人

2 S34 塩竃市月見ヶ丘2-2 認可Ｓ４４．１２

TEL022-362-7612 設立Ｓ４５．１

〒980-0011 職業訓練法人

3 S39 仙台市青葉区上杉1-7-30 認可　Ｓ４４．１２

TEL022-265-0887 設立　Ｓ４５．１

〒989-0252 職業訓練法人

4 S45 白石市西益岡町8-22 認可　Ｓ４５．４

TEL0224-25-0733 設立　Ｓ４５．４

〒984-0015 組合法人

5 S50 仙台市若林区卸町5-1-4 認可　Ｓ４２．５

TEL 022-232-2021

〒989-6156 職業訓練法人

6 S59 大崎市古川西館3-9-10 認可　Ｓ５９．５

TEL0229-22-1509 設立　Ｓ５９．６

〒989-1606 職業訓練法人

7 S60 柴田郡柴田町大字船岡字照内1-9 認可　Ｓ６０．１２

TEL0224-57-1501 設立　Ｓ６１．２

〒981-3203 職業訓練法人

8 S63 仙台市泉区高森2-1-39 認可　Ｓ６３．１２

TEL022-378-9111 設立　Ｈ元．１

〒980-0824 財団法人

9 Ｈ１０ 仙台市青葉区支倉町2-48 認可Ｈ８．３

TEL　022-266-3355 設立Ｈ８．１

〒984-0074 組合法人

10 Ｈ１０ 仙台市若林区東七番丁157-1 認可Ｓ２９．１

TEL 022-221-2676

〒983-0842

11 Ｈ１１ 仙台市宮城野区五輪2-10-8

TEL 022-298-8862

〒980-0014

12 Ｈ１６ 仙台市青葉区本町1-13-22

TEL 022-215-4822

職業訓練法人
宮城県建築技能訓練協会

宮城県建設技能者訓練協会連
合会

818

団体 16
個人  9

117

宮城県農機具商業協同組合 41

職業訓練法人
仙台都市圏職業訓練協会

33

団体  24
個人112

任意団体 360

職業訓練法人
塩釜建設技能者訓練協会

職業訓練法人
白石建設職組合訓練協会

職業訓練法人
仙南地域職業訓練協会

団体  23
個人249

職業訓練法人
大崎地域職業訓練協会

仙台ＩＴトレーニングセンター 任意団体 14

財団法人みやぎ建設総合セン
ター

240

仙台電気工事事業協同組合 240

任意団体 団体   2東日本美容技能教育会
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番
号

名　　称
訓練
開始
年度

所　在　地 事業の種類 会員数

〒980-0011 社団法人

13 Ｈ１６ 仙台市青葉区上杉1-7-7-903 認可Ｈ８．１２

TEL 022-217-3023 設立Ｈ８．１２

〒160-0021

14 Ｈ２２ 東京都新宿区歌舞伎町2-4-10

TEL 03-3204-8759

〒981-0913 職業訓練法人

15 Ｈ２２ 仙台市青葉区昭和町6-6 認可Ｈ２２．３

TEL 022-275-3289 設立Ｈ２２．３

5

15

20

団体   2

事業所計

団  体  計

合    　計

社団法人宮城県情報サービス
産業協会

154

マンション管理共同職業訓練協
会

任意団体 団体   3

職業訓練法人
宮城県仙台美容協会

 20



期間 訓練生数 コース数 訓練生数

セレスティカ・ジャパン
（株）

電子機器組立て科（二
級技能士コース）

1 20 同社宮城サイト技能研修所

（株）和田商 美容科 17 182 レナークビューティースクール

日研総業㈱仙台トレー
ニングセンター

半導体製造科 1 410 日研総業㈱仙台トレーニングセンター

㈱共同システムサービ
ス

電子科 1 50 ㈱共同システムサービス訓練センター

（有）ひらの 美容科 1 8 ヘアーアカデミー職業訓練校

金属加工系塑性加工科 ３年 7

建築内装系畳科 ３年 5

計 12

職業訓練法人塩釜建設
技能者訓練協会

建築施工系木造建築科 ３年 5 職業訓練法人　塩釜建設技能者訓練協会高
等職業訓練校

職業訓練法人宮城県建
築技能訓練協会

建設科 1 12

建築施工系木造建築科 ３年 5

建築科 1 7

板金科 1 7

計 5 2 14

宮城県農機具商業協同
組合

農業機械整備科 1 10 宮城県農機具商業協同組合高等職業訓練校

職業訓練法人大崎地域
職業訓練協会

建築施工系木造建築科 ３年 3

金属加工系塑性加工科 ３年 2

板金科 2 10

配管科 1 5

ＯＡ科 7 35

事業所

団体

（４）　認定職業訓練事業所・団体別訓練計画

名　称 訓練科名
普通課程

備　考
短期課程

職業訓練法人白石建設
職組合訓練協会

職業訓練法人　白石建設職組合訓練協会高
等職業訓練校

宮城県建設技能者訓練
協会連合会

宮城県建設技能者訓練協会連合会高等職業
訓練校

大崎地域高等職業訓練校
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期間 訓練生数 コース数 訓練生数
名　称 訓練科名

普通課程
備　考

短期課程

職業訓練法人大崎地域
職業訓練協会

建築科 3 15

機械科 1 5

プラスチック成形科 1 5

電気工事科 1 5

監督者訓練一科 1 5

監督者訓練二科 1 5

監督者訓練三科 1 5

監督者訓練四科 1 5

計 5 20 100

職業訓練法人仙南地域
職業訓練協会

一般事務科 5 65

電子計算機科 7 70

工場管理科 7 90

経営実務科 6 60

機械科 2 20

経理事務科 1 10

建築科 2 20

配管科 1 10

販売科 1 10

電気工事科 3 30

介護福祉科 1 10

監督者訓練一科 1 10

監督者訓練二科 1 10

仙南地域職業訓練センター

大崎地域高等職業訓練校
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期間 訓練生数 コース数 訓練生数
名　称 訓練科名

普通課程
備　考

短期課程

監督者訓練三科 1 10

職業訓練法人仙南地域
職業訓練協会

監督者訓練四科 1 10

計 40 435

一般事務科 8 180

造園科（一級技能士
コース）

1 30

造園科（二級技能士
コース）

1 30

工場管理科 8 160

電子計算機科 1 10

電子計算機科（ＩＴ対
応）

7 70

電気工事科 4 80

経営実務科 1 40

監督者訓練一科 1 10

監督者訓練二科 1 10

監督者訓練三科 1 10

計 34 630

情報機器科

土木科

仙台電気工事事業協同
組合

電気科 8 80 仙台電気工事事業協同組合職業訓練校

東日本美容技能教育会 美容科 E-JAPAN美容高等学院
※Ｈ２２．４．１から休止

仙台ＩＴトレーニングセ
ンター

情報システム科 3 90 ㈱ステップ内仙台ＩＴトレーニングセンター

社団法人宮城県情報
サービス協会

情報処理科 3 60 仙台ソフトウェアーセンター

財団法人みやぎ建設総
合センター

みやぎ建設ヒューマンカレッジ
※Ｈ２３．４．１から休止

職業訓練法人仙台都市
圏職業訓練協会

仙台地域職業訓練センター

仙南地域職業訓練センター
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期間 訓練生数 コース数 訓練生数
名　称 訓練科名

普通課程
備　考

短期課程

マンション管理共同職
業訓練協会

管理員教育訓練科 2 15 マンション管理アカデミー仙台校

職業訓練法人宮城県仙
台美容協会

美容科 40 363 職業訓練法人宮城県仙台美容協会仙台ビューティスクール

27 175 2,479計
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２　企業における職業能力開発の促進

　社会経済環境が急激に変化する中で，労働者に求められている技能・知識は高度化，複合化してい

る。このため，職業能力開発機関等との連携のもと，労働者に対する計画的な職業能力開発・向上に

取り組む企業を育成するための指導援助，助成，啓発に努めるとともに労働者の自発的な職業能力開

発を促進し，雇用安定を図るためのキャリア形成を支援する。

・職業能力開発推進者

イ　職業能力開発推進者の選任

　企業における職業能力開発の推進に当たって，①事業内職業能力開発計画の作成とその円

滑な実施，②教育訓練に対する相談・指導，③県・職業能力開発協会との連携等の中心的役

割を果たす職業能力開発推進者の選任については，事業主等に対して趣旨の徹底を図り，その

選任の促進に努める。

　平成２３年２月末の選任届出数は，1,642件。（県職業能力開発協会長届出分）

ロ　職業能力開発推進者講習

　職業能力開発推進者及び選任される予定者に対して，効果的な職業能力開発を行うために必

要な知識及び技能等を習得させるとともに，推進者の相互交流による自身の創意工夫と学習等

を促進し，企業内における計画的な職業能力開発及び労働者のキャリア形成の推進を図ること

を目的として県職業能力開発協会が開催するもので，県は積極的に指導・助言を行う。

○推進者講習

　平成２３年度予定　　 　 2 回
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　職業訓練を計画的，効果的に展開するためには，職業訓練指導員の指導力に負うところが大きい。

今後，経済社会の変化と技術革新，労働者の高学歴化，高年齢化等の急速な進展に伴い，職業訓

練も多種多様化する中で，これに十分対応できる職業訓練指導員の確保と質的向上こそが急務であ

る。

　このため，有資格者に免許を付与するとともに，段階的かつ体系的研修の実施と訓練技法の開発

に努め，職業訓練指導員の質的向上を図る。

1　職業訓練指導員の資格付与等

  (1)　職業訓練指導員試験

職業訓練指導員の免許を取得しようとする者に対して試験を行い，合格者には知事が合格証書を

交付し，申請によって免許証を交付する。

本年度の試験は，次により行う。

○実施公示　　平成23年6月

○申請受付　　平成23年7月

○試験日　　　平成23年9月

○実施職種　　学科試験の指導方法のみ実施する職種…全職種　

○試験会場　　宮城県庁

○合格発表　　平成23年9月

  (2)　職業訓練指導員の資格付与講習(48時間講習)

１級及び単一等級技能検定に合格した者で，指導員免許取得を希望する者等に対して，職業訓練

指導員として必要な指導方法等の能力を付与するため，県職業能力開発協会が行う講習について，

指導・援助を行う。

○開催時期　　平成23年11月

  (3)　有資格者に対する職業訓練指導員免許の付与

職業能力開発総合大学校で行う指導員訓練の長期及び専門課程の修了者等，職業訓練指導員

免許が取得できる有資格者に対して，申請によって免許証を交付する。

　①　職業能力開発総合大学校の所定の課程を修了した者

　②　免許職種に関する学科を修め，かつ，免許職種に関する実業高校の教員免許を取得して

　　いる者

　③　職業訓練指導員試験の実技試験及び学科試験の全てが免除となる者

第3　職業訓練指導員
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2　職業訓練指導員の研修

　職業訓練指導員研修要綱に基づき，段階的かつ体系的に職業能力開発総合大学校，雇用・能力

開発機構及び民間等で実施される専門技術研修への参加，指導上必要な資格に関連した講習（法

令等による義務講習を含む），カウンセリングや指導技法等の研修受講を積極的に進め，さらなる

資質向上と指導力強化を図る。

○集合研修 現任者研修

共通科別研修

○委託研修 職業能力開発総合大学校

一般研修

専門技術研修

短期実践技術研修

雇用・能力開発機構

民間企業等

3　教務担当者会議の開催

　経済社会情勢の変化に対応した普通職業訓練の充実，就職支援能力開発事業の推進，高齢化社

会に対応すべき生涯職業訓練体制の確立，障害者に対する職業訓練の充実，さらには現下の厳し

い雇用情勢での離転職者訓練の強化など新たな訓練ニーズに対応した職業能力開発行政の展開が

望まれるため，必要に応じ県立高等技術専門校等教務担当者会議を開催する。

4　指導技法等の研究開発

　職業訓練の充実を図るには，産業界の実情や将来動向あるいは雇用状況等を的確に把握し，こ

れらの変化に適応した訓練科目の見直しを逐次行っていく必要があり，指導技法等の改善に関する

研究開発を進める。
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１　技能検定等の実施

　技能を一定の基準によって検定し，その技能を公証することによって，技能者の技能習得意欲を増

進させ，技能水準の向上と技能士の社会的地位の確立を図る。

・　技能検定試験の実施

　技能検定試験は，前期と後期に分けて，学科試験及び実技試験によって行い，この試験に合格し

た者に対しては，特級，１級及び単一等級は厚生労働大臣の，２級及び３級は知事の合格証書を

交付し「技能士」の称号を与える。

　なお，外国人対象の基礎級は，随時行う。

　技能検定試験の実施，その他の業務は「昭和44年宮城県告示第798号」に基づき，県職業能力開

発協会が行う。

　試験の実施日程及び職種は次のとおりである。

(実施日程)

問題公表

実技関係 実技関係

作業（要素）試験・
ペーパーテスト

作業（要素）試験・
ペーパーテスト

平成23年7月24日(日)★ 平成24年1月15日(日)

平成23年8月21日(日)  　　〃　8月21日(日) 　 　〃　1月22日(日) 平成24年1月22日(日)

 　　〃　8月28日(日)  　　〃　8月28日(日)  　　〃　1月29日(日)  　　〃　1月29日(日)

　 　〃　8月31日(水)  　　〃　2月1日(水)  　　〃　2月1日(水)

　 　〃　9月4日(日) 　 　〃　9月4日(日)  　　〃　2月5日(日)

平成23年8月26日(金)★・9月30日(金)

★印:金属熱処理及び写真を除く3級職種が対象
※印:東日本大震災の影響により，当初の4月20日（水）から延長
(実施職種)
前期37職種(60作業)
園芸装飾(1)，造園(1)，金属熱処理(1)，機械加工(7)，放電加工(2)，金属プレス加工(1)，鉄工(2)，
建築板金(2)，めっき(1)，仕上げ(3)，ダイカスト(1)，機械保全(2)，電子機器組立て(1)，電気機器
組立て(1)，産業車両整備(1)，鉄道車両製造・整備(3)，複写機組立て(1)，建設機械整備(1)，
婦人子供服製造(1)，建具製作(2)，印刷(1)，プラスチック成形(1)，とび(1)，左官(1)，タイル張り(1)，
畳製作(1)，防水施工(3)，内装仕上げ施工(3)，熱絶縁施工(2)，サッシ施工(1)，
表装(2)，塗装(2)，広告美術仕上げ(1)，舞台機構調整(1)，写真(1)，フラワー装飾(1)，路面標示施工(2)
後期　職種(作業)数未定(平成22年度後期は，60職種(74作業))
注：(　　)は作業数

実施期間

学科試験

期

実技試験

実施公示

受検申請受付

平成24年2月19日(日)まで

平成23年3月1日(火)

 　　〃　6月6日(月)から8月14日（日）まで★

 　　〃　6月6日(月)から9月11日（日）まで

前期

区分 学科試験

　 　〃    4月11日(月)から

　 　〃　5月13日(金)まで※

　 　〃　5月31日(火)

合格発表 平成24年3月15日(火)

第４　技能の振興

学科試験

後期

平成23年9月1日（木）

　 　〃　10月3日(月)から

 　　〃　10月14日(金)まで

　　 〃　11月25日(金)

　 　〃　12月5日(月)から
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(1)　技能五輪宮城地方大会

　  技能五輪全国大会に出場する選手の選抜を兼ねて，技能五輪宮城地方大会を開催することと

   し，技能検定実技試験と同時に行う。

       ○参加資格  全国大会開催年に23歳以下（昭和63年1月1日以降に生まれた者。）

　  　※1　第４９回技能五輪全国大会

日　程　　平成23年12月16日(金)～12月19日(月)

場　所　　静岡県

　  　※2　第41回技能五輪国際大会（本県出場選手なし）

日　程　　平成23年10月5日(水)～10月8日(土)

場　所　　ロンドン

(2)　第１５回障害者技能競技みやぎ大会

　  障害者が技能労働者として社会に参加する自信と誇りを持つことができるようその職業能力の

  向上を図るとともに，広く障害者に対する社会の理解と認識を高め，その雇用の促進と地位の

  向上を図る。

      ○時　期　　平成23年11月12日(土）

      ○場　所　　仙台市(宮城障害者職業能力開発校)

　  　※　平成23年度は国際アビリンピック開催年に当たり，全国大会は開催されない。

第８回国際アビリンピック（本県出場選手なし）

　日　程　　平成23年9月25日(日)～9月30日(金)

　場　所　　ソウル

(3)　職種別技能競技大会

    職種別に行われる技能競技大会を支援し，技能向上の推進を図る。

      ○競技大会職種　　建築塗装，溶接等

２ 各種競技大会
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３　技能尊重気運の高揚

　労働者が，職業生活を豊かにするという観点からも技能・技術を身につけ，生涯にわたって自

己の能力を開発し，社会的評価を得るようにすることが肝要であり，同時に企業あるいは社会にお

いて技能の価値を高く評価され，技能者としてその能カにふさわしい処遇を受けられるような環境

づくりをめざし，職業訓練の振興と技能検定の普及により技能尊重気運の高揚を図る。

   (1)　公共職業能力開発校作品展

　公共職業能力開発校等において，実習作品を展示・即売することにより，訓練生の技能習得

意欲を高めるとともに，地域社会に対しては，施設の公開と実習作品を通じて，職業訓練事業

の意義とその成果を示すため，職業能力開発校作品展を開催する。

   (2)　県卓越技能者の表彰

　この表彰は，永く同一職業に従事し，卓越した技能をもって業界の振興・発展に寄与した技

能者を卓越技能者として表彰することにより，広く地域社会に技能尊重の気運を浸透させ，もっ

て技能者の地位及び技能水準の向上を図ることを目的とするものである。

　表彰は，11月に開催される宮城県職業能力開発関係表彰式の席上において行う。

   (3)　青年技能者の表彰

　積極的に技能・技術の研さんに精励している若年の技術者(40歳未満）を表彰することによ

り，若年の技能者の職業と生活に誇りと意欲を生み出すとともに，技能者の地位及び技能水準

の向上を図り，もって次代を担う産業人の育成に寄与することを目的とする。

　表彰は，11月に開催される宮城県職業能力開発関係表彰式の席上において行う。

   (4)　みやぎ技能フェスティバル

　技能者の創意工夫による作品展示，実演，販売及び公共職業能力開発施設の作品展示，

さらにはものづくり体験など技能者と来場者との触れ合いを通して，ものづくりの大切さや技能

が地域産業の発展や日常生活の向上に大きな役割を果たしていることの認識を深めることにより

技能尊重気運の醸成を図る。

　技能フェスティバルは，１０月に「みやぎまるごとフェスティバル」と同時開催している。

   (5)　宮城名工会への補助事業

　技能者の技能向上，技能後継者の育成及び技能社会の形成に寄与することを目的とした宮城

名工会は平成１６年１０月１９日に設立された。

　宮城名工会が行うものづくり学習，技能後継者の育成等の技能振興事業についてその経費の

一部を助成することにより，ものづくりの大切さや技能の重要性への理解を促進していく。
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　民間における職業訓練と技能検定の推進の中核的団体である県職業能力開発協会に対し，財政

支援と指導・助言を行い，その充実強化を図るとともに，事業の円滑な実施を促進する。

 所  在  地　　　仙台市青葉区青葉町16番1号

　　　　　　　 TEL 022-271-9260    FAX 022-271-9242

組　　織

会長(1) 副会長(3) 理事(18)

監事(2)

事務局(8)

専務理事兼事務局長(1) 事務局総括次長(1)   事務局次長(1)
総務開発課長
〔兼事務局総括次長〕

係(2)

技能振興課長
〔兼事務局次長〕

係(3)

主な事業

○能力開発振興事業関係

(1)　認定職業訓練推進事業の実施

(2)　職業訓練指導員資格取得講習会の実施

(3)　各種試験準備講習会の実施

(4)　技能向上推進事業の実施

○技能検定実施及び技能振興事業関係

(1)　技能検定試験（国家試験）の実施

(2)　技能五輪宮城県大会の実施及び全国大会への参加

(3)　技能グランプリへの参加

○技能評価事業関係

(1)　コンピュータサービス技能評価試験（公的資格）の実施

(2)　CADトレース技能審査（公的資格）の実施

○受託事業関係（厚生労働省からの受託事業）

(1)　キャリア支援企業創出促進事業

第５　宮城県職業能力開発協会　
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　労働者の生涯を通じた段階的かつ体系的な職業能力開発，とりわけ，新技術の導入に伴う教育訓

練や中高年齢者の能力開発の的確な実施・促進を図るため，職業能力開発についてのノウハウや，

情報の提供，相談，指導が効果的に行えるよう，宮城職業能力開発サービスセンターに対して県職

業能力開発協会と連携を図りながら援助・助言を行い，業務の円滑な実施を促進する。

　特に中小企業を対象に、サービスセンターでこれまで支援を行っている事例、キャリア健診を通

して成果が現れた企業の事例等を収集する。単に好事例を収集・整理・情報提供するのではなく

キャリア支援企業創出の観点から収集した事例に共通する特徴の分析・類似化・従業員の定着度や

満足度・業績指標との関連性などの分析を通してキャリア形成支援企業の評価、見える化に繋げて

いく。

 所  在  地 仙台市青葉区青葉町16番1号(宮城県職業能力開発協会内)

　　　　　　　　　　TEL 022-271-9223  FAX 022-271-9216

  組織体制         人材育成コンサルタント   2名

                         キャリア開発アドバイザー 1名

  主な業務 　   ①　企業における教育訓練の技法，能力開発計画づくりに関する助言・指導

   　　              ②　公共職業能力開発施設をはじめとする各種教育訓練施設や各種給付金制度の利用

   　　                　　などに関する情報提供

  　　　　      ③　技術革新や高齢化に対応した職業能力開発キャリア形成支援に関する各種情報の提供

         　　       ④　キャリア形成支援好事例等能力開発に関する各種の情報，資料の収集

   　    　         ⑤　企業や労働者の職業能力開発に関するニーズの把握

⑥　職業能力開発推進者講習会

⑦　職業能力開発推進者の選任届けの促進

⑧　社内研修用教材（ビデオ・DVDソフト）の貸出

1　職業安定機関との連携

　職業能力開発行政は，雇用政策の基本法である雇用対策法と相まって，職業の安定と労働者の

地位の向上を図り，経済及び社会の発展に寄与することを目的としており，職業安定機関が所掌す

る雇用政策と職業能力開発政策とは表裏一体の関係にある。このため，職業能力開発行政を推進

するに当たっては，職業安定機関と常に有機的連携を図りながら，積極的に諸施策の展開を図る。

2　雇用・能力開発機構などの能力開発機関との連携

　職業能力開発促進法の趣旨に即して，独立行政法人雇用・能力開発機構が設置する同機構宮

進する。

第６　宮城職業能力開発サービスセンター

第７　関係機関との連携　

城センター及び東北職業能力開発大学校や仙台商工会議所ジョブカードセンターなどとそれぞれ

の役割を分担しつつ，緊密な連携を図りながら，地域の訓練二一ズに対応した職業能力開発を推
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　家内労働者の労働機会の確保及び生活の安定等を図るため,産業人材対策課及び各地方振興

事務所(県民サービンター)並びに各ホームページにより,求人に係る情報提供を行う。

窓口

施設名 所在地 備考

大河原地方振興事務所 〒989-1243  大河原町字南129-1

(県民サービスセンター) TEL 0224-53-1486(直通)

経済商工観光部産業人材対策課 〒981-8570 仙台市青葉区本町３－８－１

（民間訓練班） TEL 022-265-1250：家内労働情報提供専用電話

北部地方振興事務所 〒989-6117  大崎市古川旭町四丁目1-1

(県民サービスセンター) TEL 0229-91-0764(直通) 　

北部地方振興事務所栗原地域事務所 〒987-2251  栗原市築館藤木5-1

(県民サービスセンター) TEL 0228-22-2257(直通) 　

東部地方振興事務所登米地域事務所 〒987-0511  登米市迫町佐沼字西佐沼150-5

(県民サービスセンター) TEL 0220-22-5700(直通) 　

東部地方振興事務所 ※震災による暫定窓口：石巻専修大学体育館

(県民サービスセンター) 〒986-0031  石巻市南境新水戸１番地

TEL 0225-95-1411(代表）（内線272) 　

気仙沼地方振興事務所 ※震災による暫定窓口：県気仙沼保健福祉事務所１階

(県民サービスセンター) 〒988-0066  気仙沼市東新城3丁目3-3

TEL 0226-24-3186(直通) 　

第８　家内労働（内職）に係る情報提供

※仙台地方振興事務所
管内分
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項　　目 平成２3年度
当初予算額

平成２2年度
当初予算額

比較増減

1,805,833 1,766,065 39,768 １　普通課程

１） 人件費

２） 管理費

３） 訓練経費

４） 訓練用機械設備費

５） 施設設備費

６） 自動車関連人材育成事業

２　短期課程

１） 中高年齢者訓練

２） 委託訓練

３） 技能向上訓練

４） 緊急雇用対策訓練

３　障害者職業訓練

１） 人件費

２） 管理費

３） 訓練経費

４　無料職業紹介事業

５　訓練手当

32,340 33,351 △ 1,011 １　指導事務費

２　認定職業訓練費補助

３　職業訓練指導員の試験 345 349 △ 4 １　管理事務費

48,056 49,509 △ 1,453 １　技能検定事務費

２　全国障害者技能競技大会経費

３　各種技能競技大会経費

４　宮城県卓越技能者表彰経費

５　宮城県職業能力開発協会補助

６　障害者技能競技みやぎ大会開催経費

７　宮城名工会補助

８　技能フェスティバル

５　教務指導 2,055 2,322 △ 267 １　職業訓練指導員研修費

1,314 2,098 △ 784 １　職業訓練指導員手当

２　管理費

595 302 293 １　委員手当

２　事務費

８　職業訓練管理 164,173 159,263 4,910 １　人件費

合　　計 2,054,711 2,013,259 41,452

６　人材開発センター運営管理

７　職業能力開発審議会

宮城県の職業能力開発関係予算（概要）
（単位：千円）

概　　要

１　公共職業訓練

２　認定職業訓練

４　技能の振興
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付表

（平成23年6月1日現在）

企画班関連

知事と部課長,公所長合同会議
各高等技術専門校入学式
宮城障害者職業能力開発校入校
式

技能検定（前期）実施公示
（3月1日）

各認定職業訓練校入校式
（上旬）

「みやぎクラフトマン」始動

職能関係公所長会議
技能検定（前期）受検申請
受付（11日～20日）

認定職業訓練事業費補助金実
績報告ヒアリング(11日～27日）

技能検定（平成22年度後期）
合格証書交付式（21日）

訓練定数等ヒアリング
技能検定水準調整会議
（東京 中旬）

県職業能力開発協会総会
（25日）

認定職業訓練事業費補助金交
付申請ヒアリング(16日～20日)

県技能士会連合会総会
（27日）

技能検定（前期）実技試験
問題公表（31日）

教務担当者会議
技能検定（前期）実技試験
（6日～9月11日）

宮城名工会総会（8日）

職業訓練指導員試験公示
（中旬）

H23春の叙勲伝達式（27日）

認定職業訓練事業所・団体事
務長会議（29日）

職業訓練指導員試験申請受付
（上旬）

技能検定（前期）学科試験
（24日）

非常勤職員任用計画ヒアリング
（上旬）

H24春の叙勲・褒章選考会議
（上旬）

技能検定（前期）学科試験
（21日,28日,31日）

学生健康診断
技能検定（前期）合格発表
（３級・26日）

認定職業訓練団体・事業所業
務検査指導（～12月）

９
月

技能検定（後期）実施公示
（１日）

職業能力開発推進者講習会
（下旬）

技能検定（前期）学科試験
（4日）

職業訓練指導員試験合格発表
（下旬）

技能検定（前期）合格発表
（30日）

第８回国際アビリンピック（ソウ
ル　25～30日　本県出場選手
なし）

公共訓練班関連

平成23年度年間行事予定表

６
月

学生夏季休業

４
月

５
月

７
月

民間訓練班関連

８
月
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付表

企画班関連

24年度県立校普通課程推薦入学
願書受付（3日～14日）

24年度県立校普通課程推薦入学
選考（21日）

技能検定（後期）受検申請
受付（3日～14日）

24年度県立校普通課程推薦入学
合格発表（28日）

卓越技能者・青年技能者表彰
選考委員会（上旬）

 
第41回技能五輪国際大会（ロ
ンドン5日～8日　本県出場選手
なし）

24年度宮障校普通課程一般入校
願書受付（10月18日～11月9
日）

第１4回みやぎ技能フェスティバ
ル（中旬）

技能検定水準調整会議
（東京　上旬）

H23秋の叙勲伝達式（上旬）
高校生のためのものづくり企
業見学会

24年度県立校普通課程一般(一
次)入学選考受付（4日～18日）

全国職業能力開発促進大会
（東京　上旬）

第15回障害者技能競技みやぎ
大会（12日）

職業能力開発関係表彰式
（22日）

技能検定（後期）実技試験
（11月29日～2月20日）

技能検定（後期）実技試験
問題公表（25日）

職業訓練指導員４８時間
講習会（24日～12／1日　技術
補佐講師依頼）

技能検定（前期）合格証書交
付式（中旬）

厚労省職業能力開発関係表彰
式
（中旬）

厚生労働大臣卓越技能者表彰
式（下旬）

24年度県立校・宮障校普通課程
一般(一次)入学試験（1日）

24年度県立校・宮障校普通課程
一般（一次）入学合格発表(9
日)

24年度県立校普通課程（二次）
入学選考受付（12月14日～1月１
3日）

第49回技能五輪全国大会
（静岡　16～19日）

24年度宮障校普通課程（二次）
入学選考受付（12月14日～1月
10日）

教務担当者会議

学生冬季休業

地方職業能力開発実施計画策
定

24年度県立校・宮障校普通課程
（二次）入学選考（24日）

H24秋の叙勲・褒章選考会議
（上旬）

 
技能検定（後期）学科試験
（22日，29日）

地方職業能力開発実施計画策
定ヒアリング（東京都  中旬～
下旬）

24年度県立校・宮障校普通課程
一般入学（二次）合格発表（1
日）

技能検定（後期）学科試験
（1日，5日）

地方職業能力開発実施計画提
出

県立校・宮障校修了式
技能検定（前期）実施公示
（1日）

みやぎ産業人材育成プラット
フォーム会議

厚生労働大臣卓越技能者表彰
選考会議（中旬）

各認定職業訓練校修了式
（下旬）

技能検定（後期）合格発表
（13日）

公共訓練班関連

１
月

民間訓練班関連

２
月

３
月

10
月

１１
月

１２
月
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